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政府は、新型インフルエンザ 1や未知の感染症である新感染症 2が国内外で発

生し又はその疑いがある場合には、国家の危機管理として対応する必要がある。

事態を的確に把握するとともに、国民の安全を確保し、緊急かつ総合的な対応

を行うため、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」（平成 24年法律第 31号。 

以下「特措法」という。）、「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」（平成 25 年 

６月７日閣議決定。以下「政府行動計画」という。）及び「緊急事態に対する政

府の初動対処体制について」（平成 15 年 11月 21 日閣議決定）等を踏まえ、以

下を標準として対処する。対処に当たっては、事態の状況に応じて、その変化

に柔軟かつ的確に対応する。 

 

Ⅰ 新型インフルエンザ等が発生した場合の措置 

１ 新型インフルエンザ等の発生の疑いを把握した場合の措置 

（１）報告・連絡  

① 厚生労働省は、鳥等との接触歴がなく、持続的なヒト－ヒト感染の可能

性が確認されるなど、国内外で新型インフルエンザや全国的かつ急速なま

ん延のおそれのある新感染症の発生の疑いがある事態を把握した場合に

は、内閣情報調査室（内閣情報集約センターを指す。以下同じ。）に直ち

に報告する。外務省は、関連情報 3を入手した場合には、内閣情報調査室

及び厚生労働省に直ちに報告・連絡する。 

 

② 内閣情報調査室経由で事態を把握した官邸危機管理センター（以下「危 

機管理センター」という。）勤務員は、直ちに内閣官房新型インフルエン 

ザ等対策室（以下「新型インフル対策室」という。）を含む内閣官房関係 

部局及び関係省庁に連絡する。 

 

（２）官邸対策室又は官邸連絡室の設置 

内閣危機管理監は、事態に応じて、危機管理センターに官邸対策室又は 

官邸連絡室を設置する。厚生労働省その他関係省庁は、事態に応じ、官邸対

策室又は官邸連絡室に連絡要員を派遣する。関係省庁は、事態に関する情報

及び講じた措置等について官邸対策室又は官邸連絡室に報告する。 

                                                   
1 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年法律第 114号。以下「感染症法」

という。）第６条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症。 
2 感染症法第６条第９項に規定する新感染症で、その感染力の強さから新型インフルエンザと同様に社会 

的影響が大きなもの。 

3 海外における情報。 
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（３）緊急参集チームの招集 

内閣危機管理監は、必要に応じ、内閣官房副長官補等及び緊急参集チーム

を参集させ、事態について緊急に分析・協議を行い、その結果を内閣総理大

臣等に報告する。 

 

（４）関係省庁対策会議の開催 

内閣危機管理監は、政府行動計画に基づき、速やかに新型インフルエンザ

等に関する関係省庁対策会議（以下「関係省庁対策会議」という。）を開催

し、情報の集約・共有・分析を行うとともに、政府の初動対処（検疫の強化、

感染症危険情報の発出、在外公館における査証審査の厳格化、特定接種の準

備等）について協議する。 

 

（５）閣僚会議の開催 

政府は、政府行動計画に基づき、必要に応じ、内閣総理大臣が主宰して全

ての国務大臣が出席する新型インフルエンザ等対策閣僚会議（以下「閣僚会

議」という。）を開催し、情報の集約・共有・分析を行うとともに、政府の

初動対処方針について協議・決定する 4。 

 

２ 新型インフルエンザ等の発生が確認された場合の措置 

（１）報告・連絡  

① 厚生労働省及び外務省 5は、ＷＨＯが新型インフルエンザの発生を宣言

若しくはそれに相当する公表又は急速にまん延するおそれのある新感染

症の発生を公表するなど新型インフルエンザ等の発生が確認された場合

には、直ちに内閣情報調査室に報告する。官邸対策室又は官邸連絡室が設

置されている場合には、官邸対策室又は官邸連絡室にも直ちに報告する。 

 

② 内閣情報調査室経由で事態を把握した危機管理センター勤務員、官邸

対策室又は官邸連絡室は、直ちに新型インフル対策室を含む内閣官房関係

部局及び関係省庁に連絡する。 

 

（２）政府対策本部の設置 

① 厚生労働大臣は、新型インフルエンザ等が発生したと認めた旨を公表 

するときは、内閣総理大臣に新型インフルエンザ等の発生状況、り患した

                                                   
4  閣僚会議を開催しない場合は、関係省庁対策会議で初動対処方針を決定する。 
5  外務省は、海外における発生確認の場合に報告する。 
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場合の病状の程度等を報告する 6。 

 

② 政府は、厚生労働大臣による新型インフルエンザ等発生の報告を受け、

特措法、政府行動計画に基づき、新型インフルエンザ等対策本部（以下「政

府対策本部」という。）を速やかに設置し、政府対策本部の名称、設置場

所、期間を国会に報告し、公表する 7。 

 

３ 情報提供 

政府は、事態及びこれへの対応に関する状況について、記者会見、記者クラ

ブへの資料配付、ホームページへの掲載等により迅速かつ積極的に情報提供を

行う。 

具体的な対応については、政府行動計画等による。 

 

Ⅱ 新型インフルエンザ等対策本部 

１ 政府対策本部会議の開催 

（１）第１回政府対策本部会議 

政府対策本部長は、政府対策本部設置後速やかに、第１回政府対策本部会 

議を開催する。内閣官房及び関係省庁は、第１回政府対策本部会議が速や 

かに開催できるよう、政府対策本部設置前から新型インフルエンザ等の発生

時の諸措置について、密接に連携して協議、検討を行うとともに、必要に応

じ、基本的対処方針等諮問委員会の意見を聴取するなどする。 

 

（２）政府対策本部会議の構成 

政府対策本部会議には、政府対策本部員、内閣官房副長官のほか、内閣危 

機管理監及び内閣官房副長官補等が出席し、必要に応じ、基本的対処方針 

等諮問委員会委員長が関係者として出席する。 

 

２ 政府対策本部会議における協議事項等 

（１）協議内容 

政府は、特措法、政府行動計画に基づき、基本的対処方針等諮問委員会の

意見を聴いて発生状況に応じた基本的対処方針を定めるものとし、直ちにこ

                                                   
6 特措法第 14条。なお、発生の公表を行う場合は、状況に応じ基本的対処方針等諮問委員会の委員の意 

見を聴くこととする。 

7 特措法第 15条。なお、り患した場合の病状の程度が、季節性インフルエンザと概ね同程度以下と認め 

られる場合は、政府対策本部を設置しない。  
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れを公示し、その周知を図る 8。基本的対処方針を修正する場合も同様とす

る。なお、政府行動計画に盛り込まれている全ての対策は、政府対策本部会

議で協議した上で、必要に応じ、基本的対処方針に盛り込むことが考えられ

る（ただし、対策の運用に関する事項、軽微な専門的・技術的事項は除く。）。

また、政府対策本部会議で協議・決定された事項のうち、閣議に付議すべき

ものがある場合には、当該事項を所掌する内閣官房及び関係省庁は、速やか

に内閣総務官室と連絡を取り、所要の手続きを行う。 

 

（２）新型インフルエンザ等緊急事態宣言 9 

政府は、新型インフルエンザ等が、国内で発生し、全国的かつ急速なまん

延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがあり、政令で

定める要件に該当する事態が発生した場合は、基本的対処方針等諮問委員会

の意見を聴き、新型インフルエンザ等緊急事態宣言を行い、国会に報告する。 

 

（３）政府現地対策本部の設置 10 

   政府は、新型インフルエンザ等が国内において発生し、都道府県に対す

る専門的調査支援のために必要があると認めるときは、政府対策本部に、

新型インフルエンザ等現地対策本部（以下「政府現地対策本部」という。）

を設置する。 

政府現地対策本部を設置又は廃止したときは、国会に報告し、公示する。 

 

３ 情報提供 

政府対策本部は、政府対策本部の設置及び廃止、政府対策本部会合の開催状

況について、記者会見、記者クラブへの資料配付、ホームページへの掲載等に

より迅速かつ積極的に情報提供を行う。内閣官房及び関係省庁は、それぞれの

所掌に関連する事項について積極的に情報提供を行う。 

 

４ 政府対策本部の廃止 11
 

政府は、発生した新型インフルエンザ等の病原性の程度が季節性インフルエ

ンザと同程度以下であるなどの場合には、特措法、政府行動計画に基づき、基

本的対処方針等諮問委員会の意見を聴いて政府対策本部を廃止し、国会に報告

                                                   
8  特措法第 18条。 
9  特措法第 32条。 

10  特措法第 16条。 

11  特措法第 21条。 
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し、公示する。 

 

Ⅲ 新型インフルエンザ等対策本部幹事会 

１ 政府対策本部幹事会の開催 

  政府対策本部幹事、幹事会については、以下のことを基本とする。 

政府は、政府対策本部の業務の円滑な実施を図るため、政府対策本部の幹事

を置き、政府対策本部長は、政府対策本部の職員から、政府対策本部の幹事を

指名する。 

 

政府対策本部幹事会は、必要に応じ、内閣危機管理監が主宰して開催し、情

報の共有・分析、基本的対処方針その他の対処に係る重要事項について協議検

討するとともに、政府対策本部の方針に基づき関係省庁の行う措置について協

議調整する。政府対策本部幹事は、必要がある場合、政府対策本部幹事会の開

催を内閣危機管理監に求めることができる。なお、内閣危機管理監は、政府対

策本部幹事会を開催する時間的余裕がないときは、政府対策本部幹事の一部を

緊急に招集し、情報の共有・分析、基本的対処方針その他の対処に係る重要事

項の協議検討を行うことができる。 

 

内閣危機管理監は、特に専門的知識が必要と認められる場合は、政府対策本

部幹事会に基本的対処方針等諮問委員会の委員を招致して意見を聴取するこ

とができる。 

 

２ 情報提供 

政府対策本部幹事会の情報提供については、政府対策本部会議に準じる。 

 

Ⅳ 新型インフルエンザ等対策有識者会議・基本的対処方針等諮問委員会 

新型インフルエンザ等対策有識者会議、基本的対処方針等諮問委員会は、「新

型インフルエンザ等対策有識者会議の開催について」（平成 24年８月３日新型

インフルエンザ等対策閣僚会議決定）による。 

 

Ⅴ 新型インフルエンザ等対策本部事務局 

政府対策本部事務局については、以下のことを基本とする。 

政府は、政府対策本部、政府対策本部幹事会、基本的対処方針等諮問委員会

の事務を処理するため、新型インフルエンザ等対策本部事務局（以下「政府対

策本部事務局」という。）を設置する。 

政府対策本部事務局の事務局長は、内閣官房副長官補（内政）、事務局長代
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行は厚生労働審議官（内閣審議官併任）、事務局長代理は内閣審議官（新型イ

ンフルエンザ等対策室長）をもって充て、事務局次長は内閣審議官（厚生労働

省技術・国際保健総括審議官）、危機管理審議官、その他必要に応じて、政府

対策本部長が指名する者をもって充てる。政府対策本部事務局の職員は、内閣

総理大臣が任命し、内閣官房及び厚生労働省、その他の関係省庁の職員をもっ

て充てる 12。 

 

政府対策本部事務局は、必要に応じ、内閣官房及び関係省庁の課長級の職員

により構成する会議を開催するなどにより、情報の集約と協議調整を行う。政

府対策本部事務局は官邸対策室と連携して、事態への対処に当たる。 

   

Ⅵ その他 

本対処要領は、新型インフルエンザ等対策の検討状況及び新型インフルエン

ザ等対策訓練の結果等を踏まえ、適宜、見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
12  適宜、必要な研修を実施する。 
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（参考） 

 

国内外で鳥インフルエンザが人で発症した場合等の対応 

 

１ 国内で鳥インフルエンザが人で発症した場合の対応 

（１）報告・連絡 

① 厚生労働省は、国内において鳥インフルエンザウイルスが人へ感染し 

ていることが、国立感染症研究所における検査結果で確定した場合は、直

ちに内閣情報調査室に報告する。 

②  内閣情報調査室経由で事態を把握した危機管理センター勤務員は、直ち

に新型インフル対策室を含む内閣官房関係部局及び関係省庁に連絡する。 

 

（２）官邸連絡室の設置 

内閣危機管理監は、情報の集約、内閣総理大臣等への報告、関係省庁との

連絡調整を集中的に行うため、危機管理センターに官邸連絡室を設置する。

厚生労働省は、官邸連絡室に連絡要員を派遣する。関係省庁は、事態に関す

る情報を官邸連絡室に報告する。 

 

（３）緊急参集チームの招集 

内閣危機管理監は、必要に応じ、内閣官房副長官補等及び緊急参集チーム

を参集させ、事態について緊急に分析・協議を行い、その結果を内閣総理大

臣等に報告する。 

 

（４）関係省庁対策会議の開催 

内閣危機管理監は、必要に応じ、関係省庁対策会議を開催し、情報の集 

約・共有・分析を行うとともに、人への感染対策に関する措置（発症者の隔

離、専門家チームの現地への派遣等）について協議・決定する。 

 

（５）情報提供 

政府は、国内で鳥インフルエンザが人で発症した場合、事態及びこれへの

対応に関する状況について、記者会見、記者クラブへの資料配付、ホームペ

ージへの掲載等により迅速かつ積極的に情報提供を行う。 

 

２ 海外で鳥インフルエンザが人で発症した場合の対応 

厚生労働省は、海外において新たな亜型の鳥インフルエンザウイルスが人へ
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感染するなど、ＷＨＯが情報発信 13を行う鳥インフルエンザウイルスの人への

感染が認められた場合には、内閣情報調査室に直ちに報告する。外務省は、関

連情報を入手した場合には、内閣情報調査室及び厚生労働省に直ちに報告・連

絡する。必要に応じ、関係省庁において、情報の集約・共有・分析を行うなど、

具体的な対応については、政府行動計画による。 

 

 

                                                   
13 ＷＨＯは必要に応じグローバルアラートを行う。 
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